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世 界 経 済 の 長 期 展 望 ( 1 9 7 7 - 1 9 9 0 ^ )

-世界経済モデルによる予測 .

大 西 昭

序 世界モデルへの潮流

最近, 経を学にも大きな時代的変革の波が押し寄せているが，これは従来め経済学の体系が神通 

力を失って，新しい世界情勢の変化に对応できなくなっていることを意味する。.

これは，従来の経済学者の视角が狭かったこ’とにt 一部起因している0 例えば，日米欧主要先進 

工業国経済"^っをとってみても，rt際的な連関をもっ'てきているので，とれら主要国経済が景気変 

動+ れぱ，それ力*、直ちに全世界に波及する。またお油シ3 ッ'クにみられるようfc, O P ^ C 諸国の石 

油戦略が先進工業国経済に大きな.インバクト（衝撃> を与えると同時に， 発展途上国経済にもさら 

に深刻な波teを呼び起とすといった，世界経済の相冗依存のシステム構造となゥている。

こういった国際的相宜依存の現実を直視して理論化+ る努力が, これまでの経法^学者め視角には 

あまえなかった。っまり，これまでの経済学者は，国際的な経済関係より，むしも®内経済を対象 

r して，それがどのような価格のメカニズムで動くかとか，そういう場合に資源ま分がどうなるか 

とか, 公共投資が行なわれたら，それが景気にどう波及効果をもたらすかということを專ら議論し 

てきた。 '

しかし，最近はそうではなくて，われわれがいま問題にしている経済成長にしt も，資 源 •エネ 

ルギ一問題，免® , 人口，インフレ"ション , 辕境間題, それから人間の価値観や情報なと:,どれ 

っとってみても, それがすべて国際的な広 )̂*、りをもって，一国のよってたっ経済が)基盤そのもの 

を很からゆさぶり，経済的安全保障すら間いかけているのである。 ;

もちろん, ある場合r は, 一っの地域，一国レペルで問題を解決で、きる場合もあり得る力も時に 

よってはあるliiの経済政策が非请に大きな反作用を他の経済的安全保障に与えることがある6 

そうV、う新しV、相冗依存の国際経済秋序といった歴史的段階に入ってきている。これこそが,われ 

われがいま直iSiしている "地球化時代"の開器をもたらしたもめである 

っまり，われわれは，V、まだかってない未知の経險に直® して、、る0 たとえぱ，資源、間題に関遮

■-—' 4§(ゾ》3«$̂  ~~—
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していまいちばん大きく国際的に脚光を浴びているのは石油だが，石油が将来枯す葛するという可能

性については，これまで経済学の梓外の問題であった。もちろん，石油が地球から祐海するような

状況になってきた場合, どういう戦略をアラプ産油請ffl力t とり，それが世界経済にどういう衝まを

与えるだろうかということを研究し，予言した経済学者はだれもいなかっナこ。

こういう状況のもとで, われわれはこれからの世界経済がいかにまわっていくのか，また来たる

べき国際経済秩序の方向をさぐる必要がで、てきた。

周知のとおり，環境 , 資源，食糧，人口問題等を一̂'"̂：>の世界的システムで、とらえ，これがらの世

界経済は，資源制約のもとで，従来どおりの経済成長のパタ'•"ンをとることはできないことを最初
( 1)

に予測しナこのは， ローマ* クラプ報告書『成長の限界』である。ごれは7 ォ レスターM IT 教授が 

開堯した世界システム* ダイナミックス• モデルを基礎にして,メドウズ教授グル‘ プカi研究した 

もので’ その発表は世界的な反響を呼んだ。

このそデルの特徵は，世界を単一の世界としであつかっている点にあり，人口，生産, 食糧,資 

源，汚染等の主要変数を全世界の集計量として処理している。そのため,国際経済秋序の梓組みを
. . . . .  園

決める南北関係，つまり先進工業国と発展途上国との経済関係の分析には非力のものとなってしま 

った。 ■

先進工業国が物質的生産ゼロ成長，発展途上国が人口ゼロ成長をとることが,将来の地球人ロと 

環境，資源との調和を保つために必要であるというのが，この世界キデルの政策的帰結であるが，， 

肝心の先進工業国経済がゼロ成長した場合に*発展途上国の経済発展にいかなるインバクトを与え 

るの力、， こめモ.デルでは '解明できない。

しかも'，"成長の限界" ということに対して， 特に発展途上国側から非難が起こってきた。 つま 

り，発展途上国が経済的貧困から脱却するためには, 生産をふやす必要がある。生産をふやすとい 

うことは成長につながるわけで，ゼロ成長バターンは受け入れがたい。ところが，先進:！:業国のほ 

うはもうすでに高い生活水準の段階にあるめで， ここで成長率がややスローダウンしても，現在の 

生活水i得は少なくとも維持できる0 だからいまの時点で成長をストップするということは，資源を 

先取りして使っていた先進工業国には受け入れられても，発展途上国にとっては非常に不都合だと 

いろ議論が台頭してきた◊ '

そこで，世界をいくつかの地域に分割し，相互の依存関係を含んお世界モデルの構築が次の課題

となった。 1974年10月， .ロープ.‘‘ クラ.プの西べルリン大会で， メサロビッチ とペステル両教授が行
(2 )

なった報告転機に立つ人間社会』. は，以上のような課題に答えようとしたものである。

法( 1 ) D. H. Meadows, et al., Limits to Growth, Potomac Associates. Washington D. C .,1972.

(2) .M. Mesafovic and E- Pestel, Mankind at the Turning Point, Th6 Second Report to the Club of 

Rome, 15. P* Dutton & Co., Inc/Reader*s Digest Press, New York 1974.

—— 49(139)一 一 一
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彼らは，さきめ *■成長の限界』のモデルのように，世界を単一のものとしてとらやり方を非 ’ 

難して，世界を10の地域，すなわち北米, 西欧， 日本，ォセアュプ• その他先進市場経済地域，ア 

ジア，中近東 • 北アフリ力，その他プフ！）力，中南米の発展途上市場経済地域， ソ連 . ; ^ 欧圏，中 

国 (その他アジア社会主義®を含む）の中央計画経済圏に分けた。 ■ *,

メサロビッチ‘ ペステルの世界モデルは，一般システム論の手法により構築されたもわで,フォ 

レスターのシステム• ダイナミックスの手法とやや性格を異にする。この世界モデルは,経済七ク 

ターだけでなしに，人口，食糧，エネルギー, 環境等のサブ. . セクターをもお括しており，この点 

は, さきのメドウズ♦グループのモデルと同様であるが, とりわけ，経済, 人口, 食糧,ンネルギ 

一 （特に石油）間の連関に多大の努力が払われている点が特徴点である。

メサロビッチとペステルは，以上の世界モデルを用い,いくつかのシナリオに従力て予測結果を 

導いている。

たとえば, : OPEC諸国が石袖を戦略に使って侧格をつり上げるようね:政策をとると，もちろんそ 

れが, ある場合には先進工業国の報復を生んで，ぉ互いに对立と矛盾が起こり,世界経済の安全保 

障が失われ，各国とも非常な危後にぶつかる。それがやがてO P E C 諸国にもはね返って, OPEC 

.諸国としても決して得策ではない。

したがって，国際協調を一つの理;i ；として各国がもっと合理的な改革•をとる必要がある。それに 

は, いまいちぱんプレーキになっているのは，国家主権のもとでの各国の利害の対立である0 

それこそが，いまや価値観の転換を必要とする最大なもP であって，各® が国家プ•■ゴに従って行 

動すること.自体が新しい地球めレベルでの問題，それに対する統制力を失わ律つつある元14である。 

これは人間のからだに例えれば，ガン細胞がま分の都合のいいように成長すれぱ，人体が生命の危 

機にさらされる。それと同じように，各国が自分たちの国益に従って経済^成長の達成や経済的安全 

保障の追求ということをやると，全世界の人類にとって重大な危機を招くことにもなりかねない。 

そこで，新しい国際経済秩序を全人類的视縣からさぐる必要があるというのが，彼らの結論である。

1976年 4 月のロ ^ マ ♦クラプのフィラディルラィア大会に提出されたr ィンバーゲン報告『国際 

秩序の再編成』は，以上のような課題に答えようとしたものである0 この報告書は，新国擦秩序の 

方向を，「人間的社会主義J (humanistic socialism)の枠組みに求めた点に斬新さをもっている。す 

なわち人間の尊厳と基本的権利を保証した，真に平等主義的社会を実現するためには,現在の国瞻 

秩序の枠箱•みを変更して「人間的な社会主葬J 社会を先進工業国と発展途上国との対話と連帯を通 

じて形成していくことが必要であることを强調している0 1

いうまでもなく，1974年 4 月の第6 回国遮特別総会での「新国際経清秩序樹立宣言J と 「行動計

注(3) Jan Tinbergen, Reshping the Internatidnal Order, A Report to The Club of Rome, E. P‘ Dutton

&Co., Inc. New York 1976,
. . . . .  • ■
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画J と12月 の 「国家間の経済的権利義務憲享J , ならびに1975年 3 5 o U N I D O リマ憲享の採択な 

どを通じて，發展途上国の要求はr新国際経済秩序J に集約されてきた。と同時に先進:！:業国と発 

展途上国との相互依存開係の深化を基礎にして，南北の对决から，对話と協調のム^ドが次第に盛 

り上がっズきた0,その契機を作ったのは，1975年 9 月の第7 111国連特別総会でのT開発および国擦 

経済協力に関する会譲J や , 同年I 2月からパリで開催されたr g 際経済協力会i i j などやあるが, 

その精神は1976年 5 月に開他された第4 回 U N C T A D ナイロビ総会にも受け継がれたろ •

上記のチィンバーゲン報告* は，現在め国際経済秩序の再検討を適じて,新しい国擦择済秩序の 

方向を示唆しようとしたものであるが,メドクズ •グループや メ サ ロ ビ ッ チ ス チルの世界モデ 

ルによる研究とは，やや性格を異にしている。つまりこの報告書は，数量的というよりむU ろ質的 

研究に重点を置いている力’、，国際経済秩序の具体的内容に関速して，開発， 次産品価格安定化， 

多国籍企業，技術のトランスファー，資源、, 環境，福祉問題などを相互に関連したシステムとして 

把えようとしている点に特徴ぢある。

これからみてもわかるように，われわれはいまや新しい次元の問題，つまり世界史の新しI 、扉を 

開くための新しい考え方，新しい文明を新しい皮袋にもらなけれぱならないという時代にきX レネ。 
. - •  ‘ .- . . . . ； , -  

先人たちのやったものを昇華して，さらに新しい時代にそれを活用するといった創造的な方向を求 

めなければなるまい。新しい哲学的理念とともに新しい学問の休系，それも择済学の狭い値域では 

なくて，環境，資源, 人口，食糧，教ま，福祉，さらには人間の価値観等の一切の学間分野を包括 

した総合的な動態システム, しかも各国の相互依存の世界システムとして把握する!^、耍性に迫られ 

ている。

それほ一つの新しいシステム分析の方向ともいえるが，われわれはまだ世界モデル分析の戸口に. 

立ったぱかりであり，学間分野での将来の無限の発展の可能性を秘めているといえよう。

そこで，以上のような問題意識にたって，筆者ゆ今日，石油やその他一次商品に代表される資源- 

の制約が, 国際経済秩序と世界経済の長期的発展にいかなるインバクトを与えるのかを研究し，望 

ましい啤球社会の長期的発族の方向を探ることにした。

, , . • 

n 世界経済モデル研究の 0 的と背景

■ ■ ■ ン' .

まず今日，資源の制約という場合に,ある意味では全地球的制約といったケースが起こり得る可 

能性が出てきたことを考えなくては,ならない6 

たとえば，石油という有限な資源が近い将来，枯渴していく可能性が起っできている。いま，ま
• •

っさきに問題になっているのは右油だが，それ以外1̂1銅，タングステンなどいろいろな資源が遠い 

将来に枯渴する可能性は, もちろん絶無だとはいえない0 しかし同時に，人類はそういう枯渴して

' —一 51(141)*-- -
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いく資源に対しズ，新しい代替の可能性, つまり枯渴していく資源は，当然のことながら稀少価値: 

をもっようになるので，さらに別の代替資源を開発したり，資源のリサイクリング等によって活路 

を見い出すだろう。

しかし，われわれが直面している現代では，そういった資源の物理的制約にぶっかるはるか以前 

に， 実は先進工業国対発展途上国との経済関係, T南北問題J と力、， ないしは資源保有国-~■これ 

は必ずしも発展途上国とは暇らないが一一~と非資源保有国との矛盾や対立などが大きな政治，.経済 

問題として起きてきている6 つまり，資源の物理的限界を間う以前に，資源をコントロールする人. 

間社会の限界にぶつかっている6

とれまで資源開発も含めて，北側先進工業国を中心として運営されすきた世界経済秩序を不満と 

し，発展途上国は，国際社会における正義と平等の権利を要求して, 新しい世界経済秩序形成への‘ 

参加意識を強めてきている。 - 

戦後，植民地からの解放を成し遂げた発展速上国がまず目ざしたのは，政治的な独立から経済的 

な自立の方向であった。これは従来の植民地型の経済構造から脱却して，現在，先進工業国が持っ 

ているような経済的体質ないし産業貿易構造に転換はかることであった。ことばを変えると，先: 

進工業国が工業製品をっくり，発展途上国が原料とか食糧などの一次商品を供給するという国際分' 

業バタニンからの脱却を意図したのである。つまり，それはある意味では工業化社会への移行の戦: 

略であり，農業を基盤とした:!:業化路線でもありたわけだ。

国内経済を基盤とした自立化路線は，中国のような資源大国にとっては，実行"^^^能な有利な条件 

が摘っていた。しかし，多くの発展途上国は小国であって，依然，海外依存からの脱却は到底不可 

能力あった。しかも輸出構造を変革することは，長期の困難な課題となった6 従来の植民地型の貿 

易構造，一次産晶の輸出に依存した発展途上国め経済成長そのものも抑えられるというメカュズA 

がこれまであった。

また，先進工業国が不況になると，一斉に一次産品価格が暴落する。一*次産品の価格が上るのは. 

先進工業国の景気が回復して一斉に買い付けを始める時点である。そこで原料などの一次産品の輸 

出に過度に依存している経済は，景気変動の影響をもっとも鋭く受けることになる。 ■

そこで， 次;ま品価格の安定化をはかることによって，とのようなタイプの経済成長からいかに 

脱却して, 経済的安全保障を達成するかということを発展途上国が考えざるを得ない。と同時に, 

1964ィ{‘ニの第1 回 U N CT A D総会以来，先進工業国に対して発展途上Wは, i 業製品や半製品の輪: 

出拡大のために, 先進工業国めマーヶットの關放と産業構造調整という励い要求を担げるようにな: 

ったゥ1976年 5 月の第4 回 U N C T A D総会では，一次産品価格安定化めための0 除的I爱衝在庫, 

先進工業国の工業品輸出価格とのインデクセ•^シ g ンなどが譲論の焦点となった。

し力、し，一次産品侧格を工業製品価格にインデクセ…ンa ンした場合，それが世界経済にいかな:

• 一~~ 2̂{142) ~r~
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る影響を与え，南北問題の解決に向かっての第一歩となるかどうかについては，はっきりしたこと 

<はまだ明らかではない。なぜなら,先進工業国と発展途上国との相互依存のダイナミックな世界シ 

ステム構造をモデル化して, 実際にコンピューターを使って予測してみないと確かなことは何~̂ つ 

.わからないからである0

そこでわれわれの世界経済ホデイレ(Global Economic Model-^GEM)の開発の目的は,.地球上の南 

.北経済関係システム構造を明らかにし, 21世紀に向かっての地球社会の長期的経済発展の傾向をキ 

測して，望ましい世界経済への軌道在の手思りを与えることにあるといえよう。

' • ' *
•• ■

. 、 i n 世 界 経 済 モ デ ル の 基 木 構 造

■ r . . .

以上の説明からも判るように，世界モデルの研究対象は地球社会全域であるが，そのアプロ**^チ

.として, ①全世界を集計した単一モデルであつかうもの，②全世界をいくつかの地域レペルに分割

して，各地域別モデルを遮動させるもの，③全世界を構成する各国経済レベルに分割して各国経済

め相互依存システムを解明するものが考えられる。

へ .（4)
①のアプロ一チの代表的な例は，プォレスターの世界モデル , ②のアプローチはメザロピッチ •

(5) (6)
ペステルの世界シスチム•モデルやレオンチ 3^ブの世界モデル , ③はクラインの.「.リンク.プロジ

(7) (8)
.ェ夕トJ や，筆者の多数国経済モデル等があ；6。今回，1977年 9 月のU A S A 第 5 回世界モデル .

シンポジウムに提出したT世界経済モデルJ (GEM) I t ,  1974年10月のローマ. クラプ総会ならび

忙 ， I IA S A 第 3 回世界モデル . シンポジウムにて中間報告しテこr多数国経済モデルJ を基礎にし 

’ C9)
て,開発したものである0

■ - 
筆者はこのマクPtの世界経済モデルを核として，教育，研究開発，福祉，食糧，資源•エネルギ 

一，汚染, 環境, 工業化社会ならびに脱工業化社会指標，国際依存感応度などのサプ•システムと

世界経済の長期展望

注（4) Jay W, Forrester, World Dynamics, Wright-Allen Press, Inc, Massachusetts, 1971.

(5) M. Mesarovic and E. Pestel, Multilevel Computer Model of World Development System, Vol. I* II, 

III, IV, V, &  VI, II AS A, Schloss Laxenburg. 1974. '

(6) W. Leontief, et al., The Future of the World Economy, A United Nations Study by Wassily 

Leotief et aL, Oxford University Press. New Yok, 1977‘

(7) R. J. Ball, The International Linkage of National Economic Model, North Holland/American 

Elsevier 1973. J. L. Waelbroeck/Editor, The Models of Project LINK, North-Holland, 1976*

(8) A ‘ Onishi, Using a Multi-Nation Economic Model：Projection of Economic Relations between 

Japan and Developing countries in Asia (1975-1985), Technological Fo.xecasting and Social 

Change,10, pp. 121-142, 1977‘

《9) Y. Kaya, A. Onishi and A. Kohiib, North-South Economic Relations and Industry Transfer, 

presented to the Club of Rome Annual Meeting at West Berlin. Octobet* 1974. Y. Kaya,ん 

Onishi, and H, Ishitani, A. Two-level Multi-Nation Model for Development Planning. MOIRA i 
F^od Agriculture Models Proccedins of îte Third IlASA Symposium on Global Modelling, 

September 22-25, 1975. CP-77-1, February 1977, pp; 85-149.

-  ̂ S3(143) -——
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速動させ総合的な世界モデルの構築を意旧している。

また当研究では，全世界を15地域に分け，15地域を連動させる世界経済モデル（GEM )を使うた◊ 

地城分割は次のとおりである。

先進市場経済 …①日本，②オ一ストラリア 一ジーランド，③カナダ，④米国，⑤拡

. 大 E C ,⑥その他先進市場経済地域。 ■

H 発展途上市場経済⑦東アジア，⑧A S E A N ,⑨I t西アジア，⑩その他アジア太平洋諸国, 

⑩中東，® アプリ力，⑩中南米。 

m 中央計画経済…" ‘® ソ連 • 東欧，® 中国その他アジア中央計画経済圏。 ’

世界経済キデルは, これら15地域の特性を反映したザプ• モデルが連動するシステムであるが, 

これらのサプ• モデルはさらにI 生産， I 地域総生産（実質) 支出構成， HI利潤 *賞金， 価 ,

V 地域総生産（名目)‘ 支出構成, M 政府開発援助 . 民間海外投資のサプ. セクタ一から成り立って 

いる。これらのサプ，セクタ一れ有機的な相互依存関係を形成し，貿易，政府開発援助や民間海外 

,投資の流れを述じて，各地域モデルが相互に連動する0 .

この世界経済モデルの最大の特徴は，各地域間の質易を決めるシステム構造にある。つまり，各 

地域とも完全{'こ自立して経済成長するわけではなく，資易や資金の流れを通ずる相互依存関係の枠 

組みの中で成;^すろシステムになっている。

また， このモデル力は先進工業地域から発展途上地域向け政府開発援助(ODA)は,.計画目標と 

して設定されている。ついで先進工業地域からの政府開発援助は，それぞれの発辰途上地域に船分 

されるが，その配分比率も政策的パラメータ一として考えられている6

このモデルでは，政府開発援助と民間海外投資の増大は，主として先進工業地域の所得水準に依 

存するが,• 逆に発展途上地域にとっては，追加的な生産要素として所得増大に役立つことが期待さ 

れている。これが贸易とともに先進工業地域と発展途上地域の拍互依存開係の重要な一*環をなして 

ぃる。 ’

この他に，発展途上闺の輸出する主要次産品10品目の価格安定化の譲論のために, 特別な考慮: 

が払われている0

なお，世界経済モデルの方涯式システムは次のとおりである。

生 座

1 .log (-

t-4 / -4jn ル* YY*
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+ ^ log( 丄 + r log(丄 } + も { 《+ タlog (一' 

— U(U4) —

w.'-V 
:き’

i
I

I
を*
I
upマ

i
'ii
P：
レ-レ
If
[み

Ii
、み'.ぬ

t  
:ホ.

II
f t

it 
!や、

y.-ivf.'

：s
m

iI
m
XiTLt:

iI
I
li.
辩
a

.̂ 1

m

I -



世界経済の長期展望

+ r i o g ( £ ^  )+  ̂log q)

2. r*d=«+/3je*_i

3. d* ~a+^s*j)-t

4. r*ed—€t+Pr*

5. x*^W C -^y  I

6. 5*p= s*j,_i+Js*p—d*

7. l - ( l—u)Us

Zd ~ 1 , ミろ ニ 0 , = 0

Zĝ ̂  0 y ニ JL , 0

Za~^ , 26 = 0 » をc=l

地域総生産'の支出構成（不変価格）

1

(WはAMEihついては内生変数）

AME ：先進市場経済 

DME ：開発途上市場経済 

CPE ：中央計®経済

2.

3.

4.

5.

w L

タ<W)ニん{A+Bx*(_jy-t) + み {i4 + ̂ [e*(y)_i + (Zl<?dd(f,/)
. . . .

■ •.

+ XI^^dp(i> )̂+^m + «) 3 * [-かれ，]"t+ f  }-
■ . • •

+ Zc {ぶ+ 5  0 *  (かi  ] }

' . は輪入地域に関係）

©  -2 ’
<;* = >?„ {び+)8ズ*+7C* -hdlPc-il CS/>c)/2] } + み !> *  一 e* +タ"* 一ど* 一ム〜

—As*h—̂ s*i ] [ X*—e*+m*~g*~ js*p—/Is*h--/is*i ]
f .

g*—a-h j9r* 

r*—a^px*^t

^s*p^za { a+^y^c-i-hTe^-t+di-t+e [c|o- i / ( e J o  / 2 ] }
■ . . ■ . . . ■• ■ ■ . .. .

+み {び+に 1 +ル *-i] .[~ |^]- i+ ぶ[ ^ ( ミ。 ハ 

' +p^Sop(0, J)+am+d,U]  ♦ + み {«+み *-1}

0  -2 ©  '

Js*/i = d + ̂ x* -hT Iph-il (ZJか0 /2] +が-1

ム*i = a+i3A；* ナぺズ*-J 一 A：*-2) + が-：I 

w* 一 !>*",'〉

-- -55(Jf45) ~一̂
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10. x*=e'^- W* -\-c*+g*+̂ s*p+Js*A+ (AME)  

利潤一賞金

L ( 1 ^ ) ニび+ル +ぐ /

© II
2. <o=̂ â ^pc-i +7*/>v +<5(^)

3. Pv- C ^ )  I C f- ) 4. yc=P^y*c

F . 物 価

1 .pyj=ci-\-̂ pm-t+^ [-^^] +3.( ^  )-i+ € itj-i+CCC-^

2. />e ニび + か U)一1 + ?*ft> + か m-i +. e iti-i

3. ニび+ P/^w-1 + ?'*か + れ 》-i *

4 . [ 0 ^ )  /

5 .  p h  =  oc -\-^pi +Ta)

6. />«ニみ {cx + ̂ pw-l I qw-i +<5^m-l + e ( ~ )} I P

/ C ^ ) 3
po

+ Zb { a  + ̂ pto-1 + y  i  qw-i + Spm -l + epec] I p  + 2 c {び+ P んc + ?* 多eE

+ 5 p m - i )  I p  +-̂ 0 { P  c e ]

(ミは輪出地城に関係）

7. p m — {m C/>e{0'^*(<»i>] / ] } P

8. p  ..
A：*

Za ~ 1 ) Zf) ~ 0 ,

Zd — 0 ) Zf)~ i . ,

Zd~0 , Zi/ — 0 ,

ミ a =  0 , みニ 0 ,

Y . 地城総生産支出構成（時価）

1 .e=pe *

2. r n - p m  * m *

3. c =ル • c*

も g = p c g  ♦ g *

5. d Sp-pi • î>^p

6. dSk ニ j[>h * ŝ*fi

9 .ぃ (あ ) / ( を ）

乏e=0 , ニ 0 (AME)

み=0 , 乏。ニ0 (DM Eただし，OAPEC除く）

も:= 1 , ioニ0 (CPE)

え;ニ 0 , ニ 1 (OAPEC)
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7. Asi—pu) , /Js*i

8. x-e—m+c+.^f-hJsp+Js/i + zlsi

.-9.みニみI [ e 一m -f7 — J s o p  — Oaa ] + み' [^—fw+y + 2Ji^Sop+2[]()(ia+flm

+«c] +-?c [ e - m + j - a c 2

■VI. 政府開発援助と民間海外投資
. ■ . . . .

1 .り(ifiニ!！

' 2 . と0Vニ◎♦x . ‘ . . .

一 . .'
3. ! > け,ゾ)ニル

. 一  '
4. ^^^Sop(ttj) — K *

' ,

D. 5oj> ニ 5り®一1 + JSojj — y*£f

[記 号 〕

C*

g

g *

A s * p

AS{

^ S * i

■Qネ O p

d * n

世界の " 地域総の地域総生産（名目市場価格）を示す?《要素の列べクトル

不変価格での地域総生産を示す;2要素の列ぺクトル

不変制格での潜在的地域総生産を示すW 要素め列べクトル

不变価格でのム地域からブ塊域への輸出を示す幫易マトリックスの一要素

時価の財貨サービスの輸出を示す"要素の列ベクトル

不变価格での財貨サービスの輸出を示すタi要素の列ベクトル 、

時価での財貨サービスの輸入価格を示す"要素の列ベクトル

不变価格での財貨サービスの輸入価格を示す"要素の列べクトル
• . ' ■' . 

民間消費支出（特価）を示すクス妻素の列べダトル 

民間消費支出 (不恋価格）を示すな要素の列ベクトル 

政府消費ま:出 （時価〉を示す?^要素の列べクトル 

政府消費支出（不变価格）を示す/？•要素の列べグトル 

政府経常収入（不变fe格）を示すル要素の列ぺクトル 

住宅投資（時価）を示す"要素の列ベクトル 

住宅投資（不変価格）を示す?Z要素の列べクトル 

設備投資（時価) を示す?を要素の列ベクトル 

設備投資（不変'価格）を示す?}要素の列べクトル 

在庫増（時価）を示す"要素の列べクトル 

庫 増 （不变価格）を示す?^要素の列べクトル 

設傭資本ストック（不変価格）を示すクシ要素の列ベクトル 

減価償却 (不変価格) を示す?《要素め列ぺタトル

■~一-~ 57 (̂ 14/')-—

単 位

M$ .

M$70

M$70

M$70

M$

M$70

M$

M$70

M$

M$70

M$

M$70

M$70

M$

M$70

M$

M$70

M$

M$70

M$70

M$70

を̂ ll
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[記 

• r * ,

y c

I—
I号

Pc

p e g

Ph

Pv)

Pe

わm .

ひda

^ d a d f j y

研究開発支出（不変価格）を示す"要素の列ベクトル  ■

法人所得（時価）を示す"要素の列ベクトル 

法人所得（ポ恋価格) を示す"要素の列ベクトル 

属用f tを示す"要素の列ベクトル 

労働力（軍隊を除く）を示すW要素の列ベクトル 

失業率を示す??襄素の列ベクトル 

1人当り平均名目貧金指数を示す"要素の列ベクトル 

利子率を示す"要素の列べクトル 

為替レートを示す"要素の列ベクトル 

国際収支（時価）を示す"要素の列べクトル 

..資本勘定収支を示すスJ要素の列ベクトル 

労働生;^性指数を示す"要素の列ベクトル 

高級マンパワー比率を示す"要素の列ベクトル 

実質所得に対する通貧供給の仲び率の指数を示すね要素の列ベクトル 

地域総生産デフレーターを示す?Z耍素の列ベクトル 

消費者物価指数を示すM要素の列ベクトル 

政府消費支出のデフレーターを示す,J要素の列ベクトル 

設備投資のデフレーターを示す"要素の列ベクトル ■

住宅投資のデフレ一クーを示すク》要の列べ;;^トル 

卸売物価指数を示す"耍素の列べトル  *

輸出価格指数を示すM 要素の列ベクトル 

輸入価格指数を示すW 要素の列バクトル

各先進市場経済地域の政府開発援助（純).を示す??要素の列ベクトル 

先進市場経済地域（ソ）から'発M 途上市場経済地域（メ）への政府開発援助 

を示すマトリックスの一要素

先進市場経済地域から発展途上市場経済地域向け民間海外投資(純） を示す 

"耍素の列ベクトル

ム op"’；n 先進市場経済地域（0 かち発展途上市場経済地域（メ）向け民間海外投資 

(純) を示すマトリッ クスの一*耍素 

«-： 国際機関からの各発展途上市場経済地城向け政府開発援助（純〉 を示す?g要 

素の列べクトル

d c 中央計画経済地域からの各発展途上市場経済地城向け政府開豁援助（純〉.を

一'—* 5B(248) — -

単 位  

M$70 

M$ 

M$70 

T P  

T P  

%

1970 ニ 1 

% ' 

1970 =  1 

M$

M$

1970=1

1970=1 

1970 ニ 1 

1970 ニ 1 

1970 =  1 

1970=1 

1970 = 1 

,1970コ1 

1970=1 

1970 ニ 1 

M$

M$

M$

M$-

M$

M$

i：かザ̂ ^ 敏^ 動̂-職惑ず救第をi嫩擴徽織躲— 纖域線—^ ; ほ̂ 激おど滋愈ぱま̂ お:;ど富gぱ̂な:;a☆まおgaおき滅-お湖ダよ̂̂^
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示す"耍素の列ベクトル 

m , 通貨供給（名目価格）を示す"要素の列ベクトル 

r * e d 政府の教青支出（不变価格 > を示すク》要素の列ぺクトル 

P \ e 石油の輸出単価指数 

U  ttt界資易に対する世界流動性伸び率め指数 

k ン 次産品の輸出価格指数 

t 時 間

一モデノレの外生変数を示す 

[ ダミ一変数

A 世界のど地域からj 地域向けの輸出関数の定数項を示す づ

(/ニ 1 , 2 ........... n )  O ^ D

世界経済の長期展望

単 位

M$

M$

1970=1

1970=1

1970=1

トリック

B, r  S 世界の i 地域から / 地域向けの輸出関数の系数項を示すW 乂:《マトリタクス 

(.ム==1,.2 り . . O ^ J ' )

a  ^組の構造方程の系数を示す?}要素の列ベクトル；

0
0
冗②

r
/
,
M 

J 

,,C
'組の構造方程式の系数を示すM X " 対角行列

あそ, 6、̂ 開発援助政策パラメーター

注：M$ 
M$70 

TP 

%

百万ドル
古万ドル（1970年価格） 

1,000人

パ一■セント

不 恋 価 格 表 示 ■

I V キデルによるシナリオ予測

.- . . .  ■ . ■ ' ■

以上において, . マクロの世界経済モデル（G EM )の構造を説明したが，このモデルを使って世界 

め15地域の;i 互依存関係をS 礎に1977年から1990年の世界経済の展望を試みてみた。

まず,世界経済モデル (G E M )による予測のためには，予測の前提条件となる仮設的シナリオが 

必度である0 シナリオはいわばモデルの外生変数や政策ま、数または構造パラメータを免ることに 

よっ' t , 幾通りにも描くことができる6

シナリオ0 ~•石油価格の棟結

Vd{149)

广 けぐ— な'嫩 け , : : め̂ ^ ; ^ 嫩 ゼ ズ を ^ 職 せ  \
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当研究で考察した第一のシナリオは, 石油価格（名目）が1977年から1990年にかけて凍結された 

場合，世界各地城の経済成長パターンがどうなるか,また南北間の経済格差が一体どうなるかを検 

討するものである。‘

お油価格が1977年水準で凍結さされたまま1990年まで推移したとすると，先進市場経済の経済成 

長率が年平均5 % , 発展途上市場経済も年率約6 % の成長を持絲するので，石油消費は着実に増し 

続け, 石油供給め物理的限界に急速に接近するといったジレンマにぶつかるだろう。代替エネルギ 

一が開発され，供給能力を増大させることによって石油にとってかわらないかぎり，エネルギー問 

題が世界経済成長の足かせとなってくる。これは，より省ュネルギー的な産業構造への転換が，地 

球レベルで生じたとしても，いぜん不可避的であると予想される。

シナリオA —一石油価格インデクセ‘ シ g ン

石油価格れ先進市場地城の一般物価デプレータレにインデクセ" シ a ンしてI 977年から1 "0年ま 

で推移した場合，石油価格は^|^^均10%の上昇となろう。この場合,先進市場地域のインフレ率は 

石油と同じく年平均10%ということになる。 （なお，ツナリオ0~ ~石油価格が凍結された場合には，先 

進rif場経済地域のインプレ率は年平均約7 %以下に止まるだろう。）

先進市場経済地域が平均して年間10%の物価上昇率になるといっても，その衝撃は一様ではない。 

最も強い影響をこうむるのは，日本や西ヨーロッバである力ら米国やカナダはそれほどでもないと 

いった先進市場経済地域内での"分極化" が見られる。 - '

発展途上地域のあいだでは，産油国と非油国とのニ極分解が生ずる。中東産油地域の総生産に 

对する貿易収支の黒字はほぱ不変に止まるのに対して，東アジア，ASEAN, その他発展途上地域 

の総生産に対する貧易収支の7方字は増加するだろう。 ■

先進市場経済地域のなかでは，日本の経常国際収支の黒字幅が減退するので，年平均7 % を越え 

る高成長を持続することが困難となる。経常収支を安定化させ，円レートを維持するためには，曰 

.本は経済成長率を年平均6 % 台に低下させることを強いられるだろう。もし， 日本が国内景気を刺 

激して年平均6 % 以上の経済成長率を維持したとすると；国際収支困難に落入り，円 レ ー トの切下 

げ，物価上昇庄力とい,ったジレンマに直面することになろう。

シナリオA の条件のもとでは， すべての先進市場経済地域（特に日本）は， 多かれ少なかれ， 経 

済成長率の減速を強いられることになり，その結果，1977〜90年期間の先進市場経済め年平均成長 

率は約6.0 %以下となろう。1980〜90年期間の年平均成長率は約4.2 % に低下するだろう。

他方，非産油発展途上国の経済成長率は, 一般に予想されるはど低下を見せない。1980〜90年の 

10年間の平均成長率は約 6.2 % となろう◊ したがって，国 速 の r国際開発戦略J の目標成長率は 

かろうじて達成されよう◊ '
.
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. 世界経済の長期展望 ,

中東産油地域では, 1977〜90年の年平均成長率は約10%となろう6 また，中央計画地域も,同期 

間 fc年平均約5.8 % の成長率を維持するものとみられる

非産油発廣途上地域では，一般に過剰人口庄力に悩んでおり，失業も増加しているので，経済成 

長テンポをできるだけ落さないよう努力しており, 石油価格上昇にともなう国際収ま:赤字貧担の増 

大めもと力，経済成長の維持を選択するものと見られる。

日本との経済関係が緊密なASEAN詣国では, 曰本の経済成長減退の影響を特に受けやすい。日 

本の経済成長率が年平均6 %やあれぱ，ASEAN地域の経済成長率も1977〜90年間に平均6 % どな 

ろぅ。

他方，東アジアの経済成長率は日本の経済成長率が锻下しても，それほど目立った低下が生じな 

いが，地域総生産に対する貿易収支滞字は石油価'格上昇と日本の経済成長率の低下にともなう対曰 

輸出減によって禅力ける。

中東地域では総生産に対する資易収支の黒字幅は維持されよう。この黒字は，多がれ少なかれ他 

地域の非産油発展途上国の貿易収支の赤字となって反映していくが,また多くの先進市場経済地域 

の経常収变赤字傾向を生みだすことになる。しかし，石油価格上昇が世界経済に与える影響は，一 

様ではなく，弱者が強者に比べて相対的に犧牲をしわ寄せされる倾向をもち，最終的にぱミ産油発 

展途上国が最も打撃をこうむる。そこで, 問題は，石油価格上昇の儀牲となる非ま油開発途上国の 

救済をいかにはかるかであろう。

, • - •

シナリ、オB — "南;;!匕格差の是正

南北間の所得格差が増大していぐなかで，この格差是正のための方策を次に检討してみたい。こ 

れに開連して，もし先進市場経済地域の景気停迷が続き, 経済成長率のス — ダクンが生じた場合 

には，発展途上地域の経済発展はいかなる影響が出てくるのか。先進工業国を中心に運営されてい 

る現在の世界経済秩序か变らないかぎり，先進工業地域の経済成長チンボめ低下は,貿易や政府開 

発援助を通じて強くリンクしている発展途上地域の経済発展テンポめ低下に導く恐れがあるととは, 

世界経済モデルの予測結果からも裏書きできる。そこで* 現在の世界の産業♦貿易構,造を律するメ 

力ュズムが将来とも続くとすれば, 先進工業地诚のゼロ成長は, 南北ギャップの縮小に導かず,む 

しろ，現状の不平等を凍結し, 永続化させる効果しかもたないことがわかる。

21世紀への斜H1際経済秩序樹立計國に闕速して，地球社会を構成する各地域間でより公平な資源. 

配分が行なわれ，南北間のギャ、ップ縮小に银与、するためには，先進工業地域の経済成長テンポのス 

ロ一 ダ、クンが発展途上地域への資金の増大（政府開発援助や民間海外投翁を通ずる）と結びつかなけれ 

ぱならない。 ‘

もちろん，先進工業地域か発展途上地城への迫力fi的資本供与が,先進工業地域の経済成長チン

— 61(161)-一~
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ポの低下にともなう発展途上地域の輸出の減退を相殺しないかぎり，発展途上地域の経済発展テン 

ポの上昇は期待できない。そこで，発展涂上地域の経済発展チンボを低下させないためには，先進 

工業地城の对亮展途上国援助の増大とともに，発展途上地域からの輸入の拡大をはからなけれぱな 

らないぃこのような状況のもとでは, 先進エ藥地域め対発展途上地域貿易収支は改善されるi i 向が 

あるので，接助と貿易の拡大策は合理的であろう。 .

したがって，このシナリオB では, （石油価格イ'•/デクセーションに加えて）南北ギャップ縮小を目 

指して，先進市場経済'地域が経済成長ナンポをスロ一 ダゥ’ノした状況のもとで政府開発援助目標ニ 

総生産の0.7%を達成するとともに， 他方，発展途上市場経済地域(中柬産油地域を除く） の自助努 

力を通じたより高い輸出パーフォ一マンスを想定している0'

先進市場経済地域の年平均経済成長率は，シナリオA の約5 % からシナリオB で は 3 %へ と低 

下するものとみたが，この低下は，設備投資の削減によって生ずるものとした6 他方，発展途上市 

場経済地域の輪出については, 1960〜1975年期間デ*~タから得られた輸出関数パラメータを用いた. 

予測値に比べて15%増の上向き修正をした。

予想されるとおり，非産油発展途上地域の経済成長率は，先進市場経済地域の経済成長率の低下 

にもかかわらず，このような政策によって顕著な改善を見せる。そして，このような政策が南北ギ 

ャップの是正をはかるうえで有効であることが判る6 だが，他方では，石油価格がインデクセーシ 

ョンされたままだと， 先進市場経済地はスタグフレーション ’(景気後退T での物価高）傾向を見せ， 

当地域の綜合物価デフレーター.はいぜん年率10%にも達するといったマイナス面も生ずる。

シナリオB のコンピュータ一予測によると，1977〜90年期間の先進市場地域の年平均経済成長率 

は約3 .0 % ,発展途上地域の年平均経済成長率は約ら5%となろう。中東と中央計画地域の年平均経 

済成長率は，それぞれ10‘0%, 5,7%である0

シナリ才C 一 次産品価格インデクセーシg ン （石油価格インデクセーションに加えて〉

石油価格上昇の懷性となった非廣油発展途上国グルーズが，国連資揚開発会譲（UNCTAD) や国 

隙経済協力会議（CIEC)などの場を通じて，石油以外の一次産品価格の安定化を要求していること. 

は周知のとおり.である。シナリ.オC は，南北間の对靜と協力を通じて,‘右油価格の上昇と同じく ,. 

その他一>次産品（発展途上国の主要輸出関心品目を対象とした) 価格の引上げが'行なわれたならば,采 

して南北間題の解決の糸口となるのか杏かを検討している。 、

石油とその他•'T次産品価格のインデクセーシS ンが同時的に進行した場合に,最も重大な衡擊を 

こう：むる地域は，いうまでもなく日本である。

シナリオCの予測によると, 石油とその他一^次産品価格は年率11%で上昇を続けることにな.ろう0 

日本の経済成長率は，年率7 % から6 % へと低下する。しかし，一般物価水準の押上げがあるので,

~ ~  6 2 ( 1 6 2 ) ---
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日本経済は，この6 % の成長率の達成も困難となるかも知れない。もし曰本の経済成長率が6 % を 

越す^と，経常収支のホ字に見舞われるので，（"3レートの切下げと物価上昇ぼ力との悪循環に落人る 

懸念が出てくる。 •

他方， 他の先進工業国（例えぱ，米 亂 ヵナダ，オーストラリプ‘二ュしジ一 ラソド等) は , 日本のよ 

うに，一次産品の輪出価格の上昇にともなうマイナス効果を受けないおろう。例えぱ，米国の経済 

成長率は1977〜90年間に年平均約4 % (m o〜90年期間には約3.5% ) のもとで経常収支のホ字はかな 

り改善をみせるだろう6. ' ■

また，一次産品輸出に依存した非産油発展途上国の経常収支赤字は改善の方向を地る。’東アジァ
. * '

やASEAN地域では，経常収支赤字の増加傾向が胆止される。中東地域では，シナリオA の場合と 

異なり，地域総生産に対する経常収支の黒字11®は, 幾分減少傾向を見せるが，それはど目立ったも 

のではない。

したがって, 石油価格のインデクセーシg ンに加えて，その{也一次産品価格のインデクゼ〜ショ 

ンが実施された場合のシナリオCについては，産油国，非産油国を舍めて南側発展途上諸国間に利 

害の一*致が見られよう。 .

北側先進工業請■のあいだで，とりわけ,石油とその他一次産品輸入に大きく依存した日本にと 

って, シナリオC はかなり厳しいものとなろう0 

しかし，日本だけが，このような事態の推移に皮対の立場を固執すれば，先進工業国と発展途上 

国との対話と協力関係にじゼが入らないともかぎらない。この意味で， 日ギはーまの政策的ジいン 

マに立た.されるだろう0 換言■すれば, シナリオA のように，石油価格が先進国のインフレ率とリン 

クして着実に上昇を続けるのに対して,その他の一次産品価格の上昇が相対的に抑圧される場合に 

は，非産油発展途上国にとって間題が生ずる。また，その他一次産品価格を上昇させ,非産油発展 

途上国に購買力をつけようとすれば, 確かに,これら諸国の経済発展テンポはカロ速化されるだるう 

力' ; , 日本経済は成長の減速を雖いられるだろうからである。

このジレンマからの脱出策は, 日本が非価格競争力をもつ"知識集約的"な商品ぉよびサービス

の輸出価格に，石油ぉよびその他一次産品輸入価格の上昇を転嫁することによって,交易条件の改
■ - , ' ■ '

善をはかることで、あろb0 また，同時.に，非産油発展途上;H!i域に対する開発援助を強化することに 

よって，これら地域め開発促進と麻買力の向上の機会が高まれぱ，先進工業国のこれら地域向け輸 

出の拡大の利益も生ずるだろう.6 このような政策が，先進工業国と発展途上国との対話と協力を通 

じて実現されれぱ，南北問題の解決に向かって，-步前進したことになろうめ

63(i55)
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V 結 語 ~ ~ 4 後の世界経済の発展傾向

以上め世界経済モデル（g e m )による世界経済の発展傾向の予測結果の考察を通じて，次のよう 

な結論が導かれる。

地球社会が21世紀にかけて当面する最大の課題は，新国際経済秩序をいかに形成するかと.いうこ 

とである0 新国際経済秩序のねらいは，地球資源のより公正な利用と福祉面でめ平等化にあるとき 

えられるが, そめ実現のナこめには，短 ，中期の戦略と長期の戦略を有機的に組合せることが必要で 

ある。
, .

まず，短 • 中期的に'みて® 要なことは，発展途上国に購買力をつけ, 発展め軌道にのせることで. 

ある。かってケインズは, 先進工業® の不況対策として， レベルでの有効需要政策を説いたが， 

♦ 日の地球社会では，先進工業国の不況対策は,発展途上国との相互依存関係を抜きには論ぜられ 

ない。そこで，この問題を地球的視野’から考えると，先進工業国が相互に経済政策を調整し，適度 

な経済成長を維持することが，発展途上国に購買力をっけるための前提条件である。さらに進んで， 

一*次産品価格の安定化，開発援助増大，多国籍企業の有効な活用のための行動ル■"ルと規制，技術 

移転などを通じて発展途上■ の生産と，購買力水準を高めるための有機的な国際的仕組みを創り出 

さねばならない。 .

そして, 発展途上0 と先進工業■ との更に合理的デi：国際分業のあり方を追求しなければならない。 

先進工業国は，より知識參約度の高い商品，サービス輸出，発展途上国は労i?)集約的な商品，サー 

ビスの輸出に比較優位があるので，この線に沿った南北の産業•賀易構造のま化が望ましいともい 

ぇる。

じかし，こういった線に沿って南北関係を再編成するためには，現在の人間の価値観と経済社会 

システム上の転換が起こってこないと実現できないのでは.ないかという疑問が生じる0 これは今後 

の地球社会の長期的発展方向と関わり合ってくる0

これまで世界経済を支配した原理は, 基本的に言■え ぱ "弱肉強食" の原理であった。だが，とれ 

がらの地球的制約がますます深まりっっある時代に，こういうやり方で果して人類社会は生き残る 

ことができ,るだろう力、 '

っまり，従来の肉強食の原理から，国際協力と世界的な人間速帯の原理，ないしは碌放図な自 

由鏡♦のシステムから計画のシステムへといった変:取が起こってこないと，現在私たちが直面して 

いる世界経済のいろいろな矛盾を止揚し，各国の経済的安全保障を確保し,福祉の向上をはかるこ 

とが難しいのではないかとも考えられる0 .

とこで各国の経济的安全保i暗の確保にからんで，大きな戦略上の問題が出てくる。 っの方向は

■ —— 04(プ5ィ）—
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自立化, もう一つの方向は相互依存であるが,互いの国家間の信頼関係がうまく維持されれぱ相互 

依存の集団的安全保障、ンステムでやっていける。しかし，国家間の不信の時代には,どうしても各 

国の自i t 化による安全保障が前面に出てくることになる6 またき立と相互依存とは，ある意味で戦 

争と平和との選択でもある6 戦争が起りやすい状況ないしは戦時下で相互依存のシステムが機能し 

ないとき，各国とも自立の方向を自搏さざるを得ない。

したがって, ま立の代償と儀牲がいかに大きしても，国家間の信頼の欠如，ある場合には国際緊 

張と戦争への危饒性があれば，否応なしに各国がま立の方向を目指すことになるだろうし，、ま?；：そ 

うい^ 懸念がない平和な世界では，各国の経済的安全保障は相互依存のシステムの中で生かされる 

可能性が出てくる,だろう。

来たるづき21世紀の世界が開けるかあるいは閉されるかは，おそらく先細りの資源をめぐ力て利 

害の対立を軍事力で解決.する道を人間社会が選ぶかどうか，あるいは人間の英知が危機の時代を乗 

り越え, 戦争を起させない世界経済の平和的な相冗依存の安全保障システムなり，新国際経済秩序 

をつくり出すことができるかどうかにかかってくるだろう。 j

そこでつぎに, 地球社会の経済的安全保障シ.ステムをいかに確立したらいいのかということを考

免てみたい。
. . . .  t

資源問題にしても，従来の先進工業国経済のを展パターンを続けていけば,周期的な資源価格の 

鋭い変動をひき起とすだろうし，また環境面でも，いろいろな悪影響が出てくることは周知のとお 

り.である。したがって，経済成長を名•国が勝手気仮に追求していた時代から，全地球的な視野から 

の■際協力と，人間連帯を基礎にした計画的調整,資源の国際的管理システムが必要となる時代を

迪免るはずである。もしそれが成功しないと，人類社会が大きな危機にぶつかることは必至であろ

ぅ : ’

相互依存の世界の中で経済安全保障を集団的に追求するためには，世界的な開発情報システムを 

つくって, 人口，食糧，資源，ュネルギ一，環境，資易など経済成長のプラソ 二ングのための素材 

を提供することから,さらに進んで世界的な行動計画の実際的プログラムの作成が必要となること 

も，おのずから明らかであ'ろう0 

先進工業国が従来の発展パタンで資源を使っていくことが，地球資源の枯渴の危機と環境汚染 

を生みだすとしたら，われわれはともかく長い年月をかけても拔本的な資源の回収利用システム， 

つまりリサイクリング• システムの新しい体系を生み出す方向を求めなけれぱならない。

さしあたり，潜資源とか潜ェネルギ" ，省★糧という形で，できるだけ先進工業国がこれらを過 

大に消費しないぺターンに，人間の欲望をコントロールする必要があるが，それだけでは間題は解 

決できない。'しかし，いずれにせよ，人間の欲望は自然との調和を徹いられるととによって自然と 

人間社会との調和のシステム方向を摸まするようになり，やがてそれが~"つのクローズド‘システ
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ム （封鎮系)を形成するととになるだろう0 そういったシステムは， おそらく 21世紀の地球社会の 

大きな根本原理になるだろうと筆者はみている。

との間題に関連して科学技術を全人類的に使うための調盤機構をつくっていく必要がある0 人間 

社会でわれわれが当面しているr南北問題」や 「環境汚染の国際化J 問題に対処するためには，全 

人顏的な調整機能を強化する必要性がある。

先進工業化社会がこれからr脱:！:業化社会J に移行するに際して，開発された科学技術の成果が 

高い価値を生むが，その成果がより独占的な形態で特定の多国籍企業だけに保有されたり，ないし 

は特定の先進工業国だけに保有されて, 発展途上■にうまくトランスファーされ，同化されないと 

したら，非常に大きな技術ギャップ問題を生むはずである。現にわれわれが直面している危機は非 

常に深刻なので，科学技術が開発した成果を全人類的に使わないと，おそらくわれわれは危構を克 

服できないだろう0
. . . . . . .

したがって，そういう全人類的視野にたったシステムができ上るかどうかは，現在われわれの住

んでいる人間社会のシステムに対すろ大きな挑戦である。

'それに関連して，国際機関の大幅な強化が経済政策の全地球的な調和の達成のために必要になっ 
. 1 . . . .  . 

てきている。現在の地球的なシステムの中では，各国の相互依存関停は否応なしに強まっている。

そうした国際環境のもとでは，一国の国益を考えた経済政策が全地球的視野から調整されないと，

われわれは地球レペルでの安全保障問題を解決できないことになるだろう。いまやわれわれは国家

レぺルを超えて地球レぺルでの計画が必要になる時期に直® しているわけである。しかし，この問

題は人間の価値観の变革とシステムの転換なしには，一歩も進まないのである。

〔付記〕当研究は，現在，筆者の創価大学応用経済研究所の世界モデル. プロジCCクト.チームと東大 

工学部茅陽一博士のチームの共同研究のかたちで実施しており，綜合研究開発機構(NIRA) に

よる資金サ.ポートを得たものであるが, 

るものである。

当論文のいかなる部分も筆者の個人的責任と見解に厲す

(創fils大学経済学部教授）
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